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２．都市ガス業界の「低炭素社会実行計画」概要
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目標年度 目標指標 目標値 備考

2020年度
CO2原単位(g-CO2/m3) 10.3

2017年1月改訂
エネルギー原単位(MJ/m3) 0.25

2030年度
CO2原単位(g-CO2/m3) 11.1
エネルギー原単位(MJ/m3) 0.27

Ⅰ．国内の企業活動における削減

Ⅱ．都市ガス使用段階における取組み
○天然ガスの高度利用･高効率ガス機器の導入(コージェネレーション・燃料電池・高効率給湯器・ガス空調・天然ガス自動

車など)
○石油･石炭から天然ガスへの燃料転換 ○スマートエネルギーネットワークによる再生可能エネルギーと天然ガスの融合

Ⅲ．国際貢献の推進
○都市ガス事業者の海外展開…LNG上流事業、LNG受入、パイプライン、発電事業、コージェネレーション等の導入
（エネルギーサービス含む）等

○ガス機器メーカーの海外展開…国・メーカー・ガス事業者が連携して開発した高効率ガス機器を海外で普及促進
Ⅳ．革新的な技術開発

○コージェネレーションおよび燃料電池の高効率化・低コスト化 ○スマートエネルギーネットワークの整備
○水素ステーションの低コスト化 ○LNGバンカリング供給手法の検討 ○メタネーション技術の開発

 4つの取組みで推進・・・Ⅰ．国内の企業活動における削減、Ⅱ．都市ガス使用段階における取組み、
Ⅲ．国際貢献の推進、Ⅳ．革新的な技術開発

 国内の企業活動における削減では、都市ガス製造工程におけるCO2原単位目標（2020年度10.3g-
CO2/m3）、エネルギー原単位目標（2020年度0.25MJ/m3）を設定して取り組んでいる。

○都市ガス製造工程をバウンダリーとし、CO2原単位、エネルギー原単位の目標を設定。原料転換、LNG気化プロセス
の効率化により達成を目指す。















The Japan Gas Association

© 2020 The Japan Gas Association

３．国内の企業活動における削減 （参考）CO2原単位等の目標引き上げ
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目標年度 目標指標 2016年度
までの目標

現在の目標
従来の電力係数 温対法記載の係数

2020年度
CO2原単位(g-CO2/m3) 9.9 9.5 10.3
エネルギー原単位(MJ/m3) 0.26 0.25

2030年度
CO2原単位(g-CO2/m3) 10.4 10.4(変更なし) 11.1
エネルギー原単位(MJ/m3) 0.27 0.27(変更なし)

・2020年度の目標：2015年度実績や主要都市ガス事業者の供給計画等から再想定を実施
・2030年度の目標：2030年度までの環境の変化が見通せないため、目標値の見直しはせず
・電力CO2排出係数※：火力平均(0.66kg-CO2/kWh)、全電源平均(0.37kg-CO2/kWh)

で再算定
※ 地球温暖化対策計画(2016.5閣議決定)に記載された2030年度の係数

なお、従来の係数は、火力平均(0.69kg-CO2/kWh)、全電源平均(0.33kg-CO2/kWh)

 2020年度目標については、主要都市ガス事業者の供給計画等が具体化したことやこれまでの削減実績
を考慮して、2017年1月により厳しい目標に引き上げを実施した。

 また、地球温暖化対策計画（2016.5閣議決定）に記載された2030年度の電力CO2排出係数（火
力平均0.66kg-CO2/kWh、全電源平均0.37kg-CO2/kWh）で再算定を行った。

目標引き上げの概要

引き上げを行った背景
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※日本ガス協会による試算 （天然ガスを利用した低炭素機器の普及により、代替される機器・エネルギーをベース
ラインとして算定した。）

高効率ガス機器等
2020年度 2030年度

普及
ポテンシャル 削減見込量 普及

ポテンシャル 削減見込量

コージェネ
レーション 1,000万kW 820万t-CO2 3,000万kW 3,800万t-CO2

家庭用燃料電池
(エネファーム) 140万台 180万t-CO2 530万台 650万t-CO2

産業用熱需要の
天然ガス化 15％ 320万t-CO2 25％ 800万t-CO2

ガス空調 1,800万RT 120万t-CO2 2,600万RT 288万t-CO2

天然ガス自動車 11万台 73万t-CO2 50万台 670万t-CO2

潜熱回収型給湯器
（エコジョーズ） 2000万台 400万t-CO2 ー（今後検討）

４．都市ガス消費段階における取組み（２）お客さま先での削減ポテンシャル（内訳）
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４．都市ガス消費段階における取組み （３）再エネ導入・エネルギー回収利用
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太陽光とのダブル発電の普及 （参考）都市ガス事業者の電力事業にお
ける再エネ電源導入

2019年度実績（単年度）：約５,０００台

太陽光 約188千kW
風力 約130千kW

バイオマス 約71千kW

※2019年度累計

コジェネ・燃料電池の普及
コージェネレーション 7,651MW 2019年度累計（都市ガス）

コジェネ財団HPより

家庭用燃料電池 358,613台 2020年6月末累計
コジェネ財団HPより

コージェネ･燃料電池と太陽光発電との組合せ
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４．都市ガス消費段階における取組み （参考）カーボンニュートラル都市ガスの供給
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 東京ガス㈱は、シェルグループから購入したカーボンニュートラルLNG（天然ガスの採掘から
燃焼に至るまでの工程で発生する温室効果ガスをシェルグループの保有するクレジットでオ
フセットしたLNG）を活用したカーボンニュートラル都市ガスを供給、お客さまとともに地
球規模での環境負荷低減の取り組みを推進している

■豊洲水素ステーション

■ホテルニューオータニ■丸の内熱供給

出典：東京ガス ホームページ
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（参考）都市ガス業界の海外における温室効果ガス削減貢献量算定ガイドライン

19
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５．国際貢献の推進 （参考）海外展開事例

20

トレスメサス【風力】
発電容量14.6万kW

ﾒｷｼｺ ｵｰﾛﾗ【太陽光】
発電容量約10万kW

ｶﾅﾀﾞ

MTﾌｧﾙｺﾝ【ｶﾞｽ火力】
発電容量220万kW

ﾒｷｼｺ

 天然ガスの普及や天然ガス火力を中心とした低炭素電力の供給を通じて、世界全体の温
室効果ガス削減に貢献

出典：東京ガス、大阪ガス GGND社ホームページ ※事業規模には、他社出資分も含む

GGND【ｶﾞｽ配給】
供給戸数105万戸

ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ 件名 事業規模

ガ
ス
事
業

Erogasmet【配給】(ｲﾀﾘｱ) 25.6万戸

ｶﾞｽﾏﾚｰｼｱ【配給】(ﾏﾚｰｼｱ) 4.1万戸

GGND【配給】(ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ) 105万戸

EII【ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ事業】(豪) 787km

発
電
事
業

L
N
G
火
力

ｼｭﾜｲﾊｯﾄ(ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ) 150万kW

MTﾌｧﾙｺﾝ(ﾒｷｼｺ) 220万kW

ﾊﾞﾋﾞｵ(ﾒｷｼｺ) 60万kW

ﾃﾅｽｶ(米) 84.5万kW

OGﾊﾟﾜｰｱﾒﾘｶ(米) 335.2万kW

ﾊﾞﾝﾎﾞｰ(ﾀｲ) 35万kW

ｾﾝﾄﾁｬｰﾙｽﾞ(ｱﾒﾘｶ) 72.5万kW

再
エ
ネ

ｵｰﾛﾗ【太陽光】(ｶﾅﾀﾞ) 約10万kW

ﾊﾚｯﾄ4【風力】(豪) 13.2万kW

ﾄﾚｽﾒｻｽ【風力】(ﾒｷｼｺ) 14.6万kW
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５．国際貢献の推進 （３）国際貢献による削減見込み量

23

海外での削減貢献 削減見込量
(2019年度）

削減見込量
(2020年度）

都
市
ガ
ス
事
業
者
の
海
外
展
開

約1,140万ｔ-CO2
約1,２00万ｔ-CO2

LNG上流事業（天然ガス田開発・
採掘、液化・出荷基地） 370万ｔ-CO2

LNG受入、パイプライン、
都市ガス配給 260万ｔ-CO2

発電事業（天然ガス火力、
太陽光、風力） 500万ｔ-CO2

コージェネレーション等の導入（エネル
ギーサービス含む） 10万ｔ-CO2

ガ
ス
機
器
メ
ー

カ
ー
の
海
外
展

開
（
参
考
）

約１,130万ｔ-CO2

エネファーム及びGHPの海外展開 5万ｔ-CO2

ガス瞬間式給湯器（エコジョーズ含
む）の海外展開 1,120万ｔ-CO2

※2 ガス機器の削減見込量は、メーカー・業界団体の出荷実績から、代替される機器をベースラインとして推計した。
※1 都市ガス事業者の海外展開による削減見込量は、天然ガスを石油の代替エネルギーとみなし、天然ガス供給量や出資・権益比率等から推計した。

※1

※2
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６．革新的な技術開発 （３） LNGバンカリング・水素供給
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 横浜港においてLNGバンカリング（船舶燃料としてLNGの供給を行うこと）の検討を開始。将来的には、
LNGバンカリング船によるShip to Ship方式による供給を開始する予定。

 水素ステーション「豊洲水素ステーション」は、CO2クレジットを活用したカーボンニュートラル都市ガスから
水素を製造し、燃料電池バスへの大容量充填も可能。2020年1月稼働。

 東京2020オリパラ 晴海選手村地区において、燃料電池バスや街区への水素供給を実施予定。

■豊洲水素ステーション

水素供給
方式

オンサイト方式（カーボンニュートラル都市
ガスから水素を製造）

充填能力 300Nm3/h
（ピーク時500Nm3/h以上）

充填圧力 82MPa

特徴 ・燃料電池バスへの充填能力を強化
（燃料電池バス4台/hへ充填可能）

出典：東京ガス・東京都
ホームページ

■横浜港 LNGバンカリング

PhaseⅠ（現
在）

「Truck to Ship」バンカリ
ングの効率化

PhaseⅡ（2020
年～）

「Ship to Ship」バンカリン
グの導入
LNGバンカリング船の建造

PhaseⅢ（需要
拡大後

「Ship to Ship」バンカリン
グの強化

出典：東京ガス ホームページ

■東京2020オリパラ 晴海選手村地区への水素供給
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７．まとめ
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 環境性に優れる都市ガスの高度利用、高効率なガスシステムの導入を促進することにより、お客さま先で
の大幅なCO2削減に貢献している。

１．国内の企業活動における削減
 都市ガス製造に係る2019年度実績は、CO2原単位8.6g-CO2/m3 、エネルギー原単位0.21MJ/m3 

で、1990年度比▲約90%となった。
 今後、送出圧力の上昇等で、原単位の微増が見込まれるが、省エネ対策・運転の最適化等により原単

位の増加を抑制し、2020年目標の達成を目指す。

２．都市ガス消費段階における取組み

 ガス事業のバリューチェーン全般にわたり、日本で培ってきたノウハウを活かして省エネ･省CO2に貢献している。
 2020年度の削減見込量は、約1,200万t-CO2。

３．国際貢献の推進

 コージェネレーション・燃料電池の高効率化・低コスト化、スマートエネルギーネットワークの更なる進化、水
素ステーション、LNGバンカリング等の運輸部門での排出削減を通じて、省エネ･省CO2に貢献していく。

 メタネーション等により都市ガスの原料を脱炭素化することで、リニューアブルな都市ガス供給を目指す。

４．革新的な技術開発
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脱炭素化の主な手段 例

①水素を直接利用
・再エネ等を活用したCO2フリー水素を利用
・天然ガス改質（CCS利用）等による水素を利用

②水素をCO2と合成
（カーボンニュートラルメタン）

・水素をバイオ由来や空気中のCO2と合成
・水素をLNG火力発電所等からのCO2と合成

③バイオガス

 ガス自体の脱炭素化には水素の利活用（①水素直接利用や②カーボンニュートラルメタン）や③バイオ
ガスを加えた様々な手段がある。それらを複合的に、かつ適材適所に用いて、将来のガスの脱炭素化に
チャレンジする。

（参考）ガスの2050年カーボンニュートラル化による脱炭素社会への貢献
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１．都市ガス事業の概要
（１）IEA 「World Energy Outlook 2019・2020」における天然ガス需要見通し
（２）非在来型天然ガスによる供給量の増大

２．国内の企業活動における削減
（１）系統電力の使用に係る対策のCO2排出削減効果の評価
（２）算定方式の課題と対応・マージナル補正方式(ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ)によるCO2排出量

３．都市ガス消費段階における取組み
（１）高効率ガス機器の開発、普及による削減
（２）再生可能･未利用エネルギーと天然ガスの融合によるCO2削減への貢献

４．その他の取組み
（１）本社等オフィスビルにおける削減の取組み
（２）お客さま先での省エネ意識向上につながる取組み

34

参考資料
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（２）算定方式の課題と対応・マージナル補正方式（ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ）によるCO2排出量

38

・マージナル補正方式(コージェネレーション)でCO2排出量を算定することにより、温暖化対策による取組み
努力を適切に反映

・地球温暖化対策計画に記載された2030年度の全電源平均係数0.37kg-CO2/kWhを仮で使用した上
で、火力平均係数0.66 kg-CO2/kWhでマージナル補正(コージェネレーション)を加えている

低炭素社会実行計画においては、｢排出削減の取組みの促進｣と｢取組みの結果の適正評価｣
が重要

・系統電力の全電源CO2排出係数を使った排出量算定では、温暖化対策の取組みを促進した努力が適切
に評価されない
(電力使用者の取組み努力の結果を評価すべき指標に、電力供給者の努力の結果が大きな影響を与えて
いる)

課題

現状の対応

参考資料 ２．国内の企業活動における削減

マージナル補正方式（コージェネレーション）によるCO2排出量
＜マージナル補正方式＞

購入電力の削減効果を、マージナル電源※と想定される火力電源の排出係数で評価し、
従来の全電源平均排出係数による算定では評価しきれないCO2削減量として、
全電源平均排出係数で算定した全体のCO2排出量から差し引く方式

※マージナル電源：需要
側の(省電力)対策の影響
を受ける電源

購入電力使用量 × 全電源平均排出係数
[kWh] [kg-CO2/kWh] － コージェネ発電量 × ( 火力電源排出係数 － 全電源平均排出係数 )

[kWh] [kg-CO2/kWh] [kg-CO2/kWh]

従来方式によるCO2排出量 補正するCO2削減量












